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給付等管理システム導入業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

  

１ 目的  

この要領は、給付等管理システム導入業務委託(以下、｢本業務｣という。)の受託候補者

を、公募型プロポーザル方式(以下、｢本プロポーザル｣という。)により選定するため、必要な

事項を定めるものとする。  

  

２ 業務概要  

(1) 業務の名称  

給付等管理システム導入業務 

(2) 業務内容  

｢給付等管理システム導入業務委託仕様書（案）｣(以下｢仕様書（案）｣という。)のとおり

契約時における仕様書は、受託候補者として選定された事業者との協議の上、調整す

る。  

(3) 履行期間  

契約締結日から令和 7年 3月 31日まで  

(4) 委託料上限額  

6,600,000円（消費税及び地方消費税を含む。)  

なお、この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、提案内容の規模を示すため

のものである。  

  

３ 参加資格  

本プロポーザルに参加できる者は、以下に掲げる要件を全て満たす者とする。  

(1) 地方公共団体が委託する本業務に類似した業務を、過去５年以内に実施・完了した実績

があること。  

(2) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4第 1項の規定に該当しな

い者であること。  

(3) 公募開始の日から契約締結日までの間において、本市から指名停止の措置を受けてい

ないこと。  

(4) 公募開始の日から契約締結日までの間のいずれの日においても、会社更生法（平成 14

年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成 11年法律第

225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。  

(5) 租税を滞納していないこと。  

(6) 暴力団員による不当な行為等の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条  

第 2号に規定する暴力団及び同条第 6号に規定する暴力団員である役職員を有する

団体並びにそれらの利益となる活動を行う者でないこと。  

(7) 政治団体、宗教団体又はそれに類する団体でないこと。  
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４ 実施スケジュール  

 本プロポーザルの実施スケジュールは、次のとおりとする。   

内  容 予定時期 備  考 

プロポーザル公募開始 

質問書受付開始 
令和 6年 6月 28日(金曜日) 市ウェブサイト掲載 

質問書の提出期限 令和 6年 7月 4日(木曜日)16時ま

で 

電子メールで提出 

質問に対する回答期日 令和 6年 7月 9日(火曜日)18時ま

で 

市ウェブサイト掲載 

参加表明書の提出期限 令和 6年 7月 16日(火曜日)16時ま

で 

電子メール、郵送又

は持参で提出 

参加資格通知の発送 令和 6年 7月 18日(木曜日) 電子メールで送付 

企画提案書等の提出期限 令和 6年 7月 25日(木曜日)16時ま

で 

郵送又は持参で必着 

プレゼンテーション審査 令和 6年 7月 30日(火曜日)もしくは 

令和 6年 7月 31日(水曜日) 

詳細は別途通知 

選定結果通知 令和 6年 8月 2日（金曜日）まで  

仕様書の調整・協議 令和 6年 8月中旬頃まで  

契約締結 令和 6年 8月中旬～下旬予定  

 

５ 質問及び回答  

(1) 提出方法 

本実施要領及び仕様書（案）に関して不明な点がある場合は、質問書（様式第１号）に質問

事項を箇条書きで記載し、電子メールにより、件名を「給付等管理システム導入業務委託に

関する質問」として提出すること。なお、受信確認のため、送信した際は、電話でその旨を連

絡すること。  

(2) 提出期限 

令和 6年 7月 4日（木曜日） 16時まで【必着】  

※電話や窓口での質問は受け付けない。  

(3) 提出先  

「１２ 問合せ及び書類提出先」に同じ。  

(4) 質問に対する回答  

令和 6年 7月 9日（火曜日）18時までに、宇部市ウェブサイトに掲載する。 

なお、質問がない場合又は簡易な質問の場合は掲載しない。  

  

６ 参加表明書等の提出  

参加資格の要件を満たし、本プロポーザルに参加する場合は、電子メール、郵送又は持参

により、以下の書類を提出すること。なお、電子メールにより提出する場合は、件名を「給付等管

理システム導入業務委託に係るプロポーザル参加表明」とすること。 

また、提出後は確認のため、送付後に「12 問合せ及び書類提出先」に電話連絡すること。  

(1) 提出書類  

ア 参加表明書（様式第 2号）  

参加資格要件を確認の上、必要事項を記入すること。  

イ 会社概要書（様式第 3ー１号、様式第 3ー２号） 
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組織図及び貴社の概要が分かる資料(パンフレット等)を添付すること。  

ウ 業務受託実績書（様式第 4号）   

同種・類似業務の過去の受託実績について記載すること。  

(2) 提出期限 

令和 6年 7月 16日（火曜日）16時まで【必着】  

(3) 提出先 

「１２ 問合せ及び書類提出先」に同じ。  

  

７ 企画提案書の提出  

参加表明書等を提出した者は、郵送又は持参により、以下の書類を各 5部（正本 1部、副

本 4部）提出すること。  

(1) 提出書類  

ア 企画提案書（任意様式） 

➢ 仕様書（案）の「３ 業務内容」について具体的な提案を行うこと。  

➢ 用紙サイズはA4版（横書き、文字 11ポイント以上）で統一する。なお、やむを得ず

A4版以上の用紙を使用する場合は、A4サイズに折りたたむこと。  

➢ ページ番号を各ページの下部中央に印字すること。  

➢ 本提案書に基づき、ヒアリングを実施するため、20分程度で説明できるよう全体

を構成すること。  

➢ 提案は 1者につき 1案とし、提出期限後の提案書の再提出は認めない。  

➢ いずれの提案についても実現可能な提案であること。  

イ 業務要件定義書 

対応の可否、実現方法を記載すること。 

ウ 業務実施体制表（様式第 5号） 

➢ 本業務の全体を統括する管理責任者及び本業務の実務を主体となって担う主任

担当者、その他業務に従事する者について、氏名や担当する業務の内容を記載す

ること。  

エ 業務工程表（任意様式） 

➢ A4版(横書き)1枚に業務の工程及びスケジュールを記載すること。  

オ 見積書（任意様式）  

➢ 作業項目ごとの具体的な積算内訳を記載すること。また、見積金額は、消費税及び

地方消費税を含む額とする。 

カ 保守に関わる見積書（翌年度以降の継続経費） 

➢ 作業項目ごとに記載し、明細が分かるようにすること。  

(2) 提出期限  

令和 6年 7月 25日（木曜日）16時まで【必着】  

(3) 提出先  

   ｢１２ 問合せ及び書類提出先｣に同じ。  

(4) 参加及び提案の無効 

➢ 企画提案に参加する資格がない者が提案したとき。 

➢ 事実に反する申請や提案等があったとき。  

➢ 期限内に企画提案書等の必要書類が提出できなかったとき。  

➢ その他、市が指示した事項に違反したとき、又は履行しなかったとき。  
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８ 選定方法  

提案内容を公平かつ客観的に評価し、本市にとって最も適格な事業者を選定するため、

庁内に設置した選定委員会によるプレゼンテーション審査を実施する。 

(1) 審査 

  提出書類及びプレゼンテーションを対象に審査を実施する。なお、参加企業が１者の場合

であっても実施する。 

 ア 日時 

    令和 6年 7月 30日（火曜日）もしくは 31日（水曜日）を予定 

※開催日時等の詳細は、別途通知する。 

イ 所要時間（企画提案者 1者あたり） 

(ｱ) 準備    5分 

(ｲ) プレゼンテーション 20分    計 45分 

(ｳ) 質疑応答  20分 

ウ 実施方法 

  対面によるプレゼンテーションとし、企画提案者が提出資料を用いてプレゼンテーショ

ンを行い、審査員が質疑応答を行う。 

  ※デモンストレーションの実施のためモニタ等を必要とする場合は、事前に申し出るこ

と。 

エ 参加人数の制限 

参加人数は、責任者を含め 3名以内とする。 

オ 受託候補者の選定 

次の「カ 審査基準」に基づき審査を行い、評価点（各審査員の評価の平均点）が 60点

以上を得た者の中から、最も評価点が高い企画提案者を受託候補者とする。 

カ 審査基準  

審査は下記に示す審査基準に基づき、提出された企画提案書について評価を行う。

なお、評価基準点を 60点（満点:100点）とする。このため、総合評価点が 1位であっ

ても、評価基準点に達しない場合は、受託候補者に選定しないことがある。  

 

No. 評価項目 主な評価の視点 配点 

1 業務実績 類似業務の実績 他自治体が発注した類似業務の受注実績 20 

実績の活用 実績に基づくノウハウ等の本業務への活用 

2 実施体制 専門知識及び 

経験 

本業務を担うに足る専門的知見・ 

技術の保有 

15 

実施体制 円滑かつ安定した業務遂行に資する 

組織体制 

3 企画提案 業務についての 

理解・見識 

本業務の趣旨を踏まえた提案内容・ 

業務展開 

40 

業務効果を高める

ための工夫・提案 

実効性や業務効果の向上に向けた 

取組の提案 

4 事業者 

評価 

業務実施計画 実現可能な工程及び作業内容 １５ 

プレゼンテーション 仕様書（案）に対する的確な提案、 

業務を成功に導く意欲 
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5 見積価格 積算の妥当性 所要経費や積算根拠の提示、 

提案内容に見合った適正性 

10 

 

  

  (2) 受託候補者選定結果通知 

    選定結果は、企画提案書を提出した全ての企画提案者に対し、各自の結果のみを文書に

より令和 6年 8月 2日（金曜日）までに通知する。 

  

９ 契約  

  受託候補者（優先交渉権者）と協議を行い、協議が整った時点で仕様書等を調整の上、地方

自治法施行令第 167 条の 2第 1項第 2号に定める随意契約を締結する。 

  

１０ 参加辞退  

参加表明書の提出後にプレゼンテーション審査への参加を辞退する者は、速やかに参加辞

退届を次の方法で提出すること。また、参加表明書の提出から契約締結までの間に応募資格

を満たさなくなった場合も同様とする。  

(1) 提出書類  

    参加辞退届（様式第 6号）   

(2) 提出方法  

    電子メール、郵送又は持参で提出すること。 

（確認のため、送付後に「12 問合せ及び書類提出先」に電話連絡すること。）  

(3) 提出先  

   「12 問合せ及び書類提出先」に同じ。  

  

１１ その他  

(1) 提出する書類の言語は日本語とする。 

(2) 企画提案に要する経費及び提出に係る費用は、全て提案者の負担とする。  

(3) 提出された書類等は返却しない。  

(4) 提出された企画提案書等は、受託候補者選定の審査以外に無断で使用することはな

い。なお、情報公開請求があった場合には宇部市情報公開条例に基づき対応する。  

(5) 提出書類に虚偽の記載があった場合は、提出書類を無効とする。  

(6) 企画提案書等の著作権は、原則として当該提案者に帰属する。ただし、採用した企画提

案書等の著作権は、市に帰属する。（提出された書類等については、審査上必要な場合は

複製することがある。）  

(7) 電子メール等の通信事故について、市はいかなる責任も負わない。  

(8) 審査結果等について異議申し立ては一切受け付けない。  

  

１２ 問合せ及び書類提出先 

宇部市こども未来部保育幼稚園課 (担当：村田) 

〒755-8601山口県宇部市常盤町一丁目７番１号   

電話：0836-34-8327 

Fax：0836-22-6051 

E-Mail：kodo-fuku@city.ube.yamaguchi.jp  


